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1. 社会的行為としての消費行動
消費者選択にかんする伝統的な経済理論は，消費者である人間が特定の仮説
的状況1)におかれたときどのように行動するかを考察する。そこでは人間が実
際にどのような状況のもとで消費行動を行なっているか，従ってまた仮説的状
況が現実的か否かという吟味はむしろ不必要とされ，行動にかんする命題の論
理的導出過程に重点がおかれる。
消費行動は一般に他者に影響を及ぼし，かつ／あるいは他者から影響を与え
1)他者から独立した無矛盾的（推移律をみたす）選好をもつ消費者が完全情報のもとで
効用を最大化するというのが典型的な状況設定である。
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られつつ行なう行為であり，その意味で社会的行為の一領域にほかならない2)。
この観点からみると，伝統的消費者選択の理論は，他者への影響• 他者からの
影響を価格を通じた間接的なものに限定してしまっており，消費行動のもつ社
会的行為としての性格は大きく削がれることとなる。これにたいして，消費に
おける外部効果といった形で非価格的・ 直接的影響を考慮に入れる試み（たと
えば相対所得仮説，公共財の導入など）もあるが，問題はそれらの試みにおいても
影響のあり方が個々の理論ごとにアド・ホックに特定化され，社会的行為にか
んする全体的理解にもとづいて消費行動にアプローチするという姿勢が欠けて
いるところにある。
一方，目を社会学に向けると，ここではさまざまな理論と概念が消費行動の
分析に用いられ，すでに多くの成果をあげてきている3)。 その中でパーソンズ
らの構造ー機能理論に依拠した消費理論は，社会的行為あるいは社会システム
といった上位概念を頭においたうえで消費行動ないし家計をその下位概念とし
て位置づけ分析している点で，経済学における諸理論や社会学における他の理
論（たとえば消費行動を社会階層，準拠集団，ライフ・サイクル等の特定変数（要因）で説
明する試みなど）にはみられない視点を含んでいる。
パーソンズとスメルサーはH.ローズボロウの着想にもとづいて，家族の支
出を社会システムとしての家族の AGIL各機能問題の解決という観点から類
別し，それらが合成された全体としての消費支出にかんして図 1のような仮説
的消費関数を提示している (CVはG機能に対応する消費支出を表わす）。しかしな
がら，この支出分類と仮説的消費関数そのものに格別の意義を求める必要はな
いように思われる。というのは彼ら自身，「われわれが目的とすることは消費に
2)安田三郎他編〔1的， pp.4-5参照。ちなみにウェーバーは社会的行為を「行為者ま... 
たは諸行為者によって思念された意味にしたがって他者の行動に関係させられ，かつ
その経過におv;ヽ てこれに方向づけられている行為」と定義している。
(M. Weber 〔打〕，訳p.7) 
3)この点にかんしては井関利明〔3〕，〔4〕参照。
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ついての完全な理論を展開しようというのではなく，いくつかの社会学的な洞
察を理論経済学の用語に翻訳する端緒をつかもうというにすぎない」 (Parsons
& Smelser (1心訳I[p.57)と言っているからであり，注目すべきはむしろ，
行為システムあるいは社会システムの理論を背景にして消費の理論を構築する
という姿勢であろう。彼らにとっては消費行動を消費性向にかんするひとつの
心理法則に還元するケインズの理論はもちろん，それからの進歩を示している
とされるデューゼンベリーの消費理論4)もまた方法論的に不適当なものとされ
る。デューゼンベリーはなるほどデモンストレーション効果という形で社会学
的変数を組み入れはしたが，「デモンストレーション効果だけを基礎にしたの
では一たとえそれが妥当なものであっても一ひとびとがそれに同調しそれに準
拠する社会システムの文脈を決定することはできない。だからデモンストレー
ション効果は，役割期待の構造それ自体がすでに明確にされているときにはじ
めて，価値のある原理となるのである」 ((14〕，訳I[p.65)。
本稿では社会システム理論に基礎づけられた消費行動理論の展開というパー
ソンズらの方針を採用しつつ，基礎となる社会システム理論としてパーソンズ
のそれではなく，方法を全く異にするN.iレーマンの機能ー構造理論をとって
4) J. S. Duesenberry 〔幻．
?
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みたい。パーソンズの構造ー機能理論を適用した研究例は上述のパーソンズ自
身のもののほか，日本でも井関利明氏の「生活体系アプローチ」5)があり，ぃ
ずれも AGIL図式を中心的分析用具にしたものである。 AGIL図式はたしか
に便利な道具であり，その有効性はすでにさまざまな理論分野で実証ずみであ
る。しかし， AGIL四機能の論理的必然性すなわち，社会システムの機能問題
は四つに限られ，．それはA,G,I.Lとして表現されざるをえないということ
は証明困難であり，パーソンズのいくつかの試みも十分な説得力をもっている
とはいいがたい6)。AGIL図式は種々ありうる機能要件図式のうちでもよく洗
練された適用可能性の大きい代表的図式であるが，それ以上のものではないの
である。
ルーマンの機能ー構造理論はこれにたいして，あらゆる「構造」に共通する
機能を「複雑性の縮減」ととらえることから出発する。人々の行為はすべて複
数可能性の中からの選択とみることができるが，日常生活においてわれわれは
何の秩序もない無限の選択可能性の海（ルーマンはこれを「世界」と名づけている）
に直接投げ入れられているわけではない。具体的選択はわれわれが属するさま
ざまなシステムの構造によって縮減され限定された可能性の中から行なわれ
る。
以下， Jレーマンが描く社会システムの複雑性縮減メカニズムを要約したの
ち，それを消費行動にあてはめてみることにしよう；この試みによって消費行
動の経済社会学的理論に新しい分析用具を加えると共に，）レーマン理論そのも
のについての理解を一歩深めたいというのが筆者の（少々欲張った）ねらいであ
る。
5)井関〔4). もっとも，井関氏のモデルは AGIL図式を組み込むことによって，かえ
って主張すべき性格をぼかす結果になっているように思われる。
6)この点にかんしては溝部明男〔1〕参照。
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2. 社会システムの複雑性縮減メカニズム
2-1社会システムと複雑性縮減
855 
ルーマンは社会システムを「互いに依存し合っており，環境すなわちそれに
属していない諸行為から区別された社会的諸行為の意味連関」 (Luhmann〔釘，
s. 115)と定義する。 この意味での社会システム＇は内部と外部（環境）の境界
が安定していて，行為がシステムに帰属するか環境に帰属するかを明確にしう
るところに存在する。注意を要するのは， Jレーマンにおいては社会システムが
行為の体系ではなく「意味」の体系と考えられている点で，これは「意味」概
念を重視する彼の姿勢に沿ったものである。しかし，「『行為」とは，行為者が
それに主観的な意味を結びつけるとき，かつその限りでの人間行動のことをい
うべきである」 (Weber(17), 訳p.7)というウ-ーバーの規定を採用するなら，
「行為」を「意味」に置き換えることで何か全く新しい成果が得られるとは期
待しにくい7)。 ここでは理解のしやすさという点から，社会システムを行為の
体系とみる慣例にならうことにしたい。そのうえでまず，全体の見通しをつけ
るぺ<'Jレーマンの説く社会システムの複雑性縮減「戦略」を整理しておこう
（図2)。社会システムがとりうる縮減戦略のうちとくに重要なのは「問題転
移」および「構造と過程の分化による二重の選択性」と呼ばれる二種類の戦略
［問題転移 ． 時間的一般化
l! 琵翌量三：旦：二:バご的ニ
コミュニケーション・メディアの確保
図2 社会システムの複雑性縮減戦略
7)たとえば R.Munchも同様の判定を下している。 Munch(12J, S. 152-159参照。
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であり，後者はさらに構造面で「行動期待の一般化」（これには時間的，物的，社
会的の三次元が考えられる）と「システムの内部分化」を，過程面で「再帰化」と
「コミュニケーション・メディアの確保」を主要な戦略として含んでいる。こ
うした戦略類型のあげ方がはたして妥当なものかどうかはそれ自体検討の余地
があるが，本稿ではのちに行なう図式の消費行動への適用がどの程度成功する
かをもって間接的な判定基準とするにとどめよう。
2-2問題転移
ルーマンによると社会システムは複雑性の把握と縮減の機能を有しているが
(Luhmann 〔釘， s.116), そのさい個々の社会システムは無限定の「世界の複
雑性」を直接処理するわけではない。世界複雑性は問題として極めて抽象的で
あり，そのままでは解くことができないので見 各システムは問題を自己固有
の問題＝システム問題として定義し直し，それを解くためのシステム内的技法
を開発する。同時にシステムの環境もその問題とのかかわりで，システム内的
規準にもとづいてカテゴリー化されるようになる。このような複雑性処理の手
法をルーマンは「問題転移 (Problemverschiebung)の戦略」と呼び，具体的に
は時間的，物的，社会的の三次元に即してそれぞれ存続 (Bestand)の問題，稀
少性 (Knappheit)の問題，意見不一致 (Dissens)の問題が世界複雑性の問題の
代理問題 (Ersatzproblem)としてとくに重要であるという（〔6],s. 118)。
このうち存続の問題は周知のように構造ー機能理論の究極の準拠問題をなす
ものであったが丸 機能ー構造理論では世界複雑性という準拠問題の代理問題
のひとつにいわば格下げされているわけである。いずれにせよ存続問題は一定
のシステムを前提として問われるものであり，世界の出来事つまり複雑性は，
8)解くことができないとは，解がない（不能）のではなく，たとえば方程式の数に比ぺ
変数が過剰なため解がいくつでもある（不定）という意味である。
9)構造ー機能理論は，一定の構造をもつ社会システムを前提としたうえで，そのシス
テムが存続するためにみたすべき機能的要件を問うところから分析を出発させる。
Parsons & Smelser 〔14),pp. 16-19, 直井優〔13),pp. 138-9参照。
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そのシステムの維持にどう影響するかという視点のもとで整理つまり縮減され
る。必要なばあいにはシステム特性の具体化，システム目的の特定化などによ
って問題はさらに転移され，より特定化される。存続問題がとくに時間次元の
複雑性を扱うといわれるのは，それが「選択を時々刻々いかになしていくべき
か」という無限定の問題の特定化にほかならないからであろう。すなわち，存
続問題は上の無限定の原問題の前に「システムが一定時間存在し続けるために
は」という制約条件を付加したものなのである。
次に物的次元では，たとえば多種多様な商品の目録やさまざまな人柄の候補
者たち（あるいはさまざまな能力をもつ受験者たち）の中から社会（システム）が選択
をする，すなわち個々の商品の需給量や当該ポストにつくべき者（あるいは入学
すべき者）を決定するばあい，総量が制度的に限定された決済メディアである
「貨幣」や「票」（あるいは「点」）を用いて，商品は価格，候補者は得累（受験者
は得点）という量にそれぞれ一次元化して選択がなされる。これが問題の稀少性
問題への転移といわれるものであり，社会システムは貨幣や票（あるいは点）の
ほかにもさまざまなメディアを制度化することによって，世界複雑性の問題を
稀少性問題に定義し直して解いている。
社会的次元の複雑性とは，他者との関係において生じる複雑性のことである
が，社会システムのレベルでは意見の不一致をいかに解決するかという問題に
還元され，他者の意見への影密行使，自己の意見変更，学習といった行動戦略
が具体的に論じられる。
以上「問題転移」の概念にかんして）レーマンの記述は必ずしも十分な説明を
与えるものでなく，解釈の自由度と共に誤解の余地も小さくないが10i,筆者が
理解しえた限りでは，問題転移というのは要するに質的な多様性（＝複雑性）を
10)たとえば青井秀夫氏は①問題転移のメカニック・手続・指森原則，②問題解決と問
題設定の前後関係，③時間・物・社会の三次元の必然性・相互連関性，④研究者の
なす問題転移と一般の人々のそれとの区別，がそれぞれ不明確であると指摘する。
青井〔1〕， p.240参照。
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捨象して量的に一元化する戦略にほかならないと思われる。すなわち，時間次
元では複雑な様相をみせるシステムの変化を存続か否かの軸に，物的次元では
さまざまなものやひとを価格や票など単一のメディアの軸に，社会的次元では
人々の関係を意見の一致・不一致という軸にそれぞれのせることによって処理
を単純化しようというのである。もちろんJレーマンが断っているように「この
概念は，具体的な問題設定が抽象的な問題設定から論理的に演繹されうるとい
うことを意味していない。いわんやそれは具体的な問題設定あるいは問題解決
の十分な実証的説明をなすものでもない」（〔6〕,s. 119)から，各次元であげ
られた問題はあくまでも現実例にとどまる。
2-3構造と過程の分化による二重の選択性
次に「構造と過程の分化による二重の選択性」の戦略に移ろう。これは身近
な例をとりあげることによって容易に理解できる。そこでいま， Jレーマンが用
いているパーソンズ流のシステム類型（有機体，パーソナリティ，社会，文化的シン
ボルの各システム）に依拠しつつ，「昼休みに外で食事をするばあい，どの店に
はいるか」という選択問題を考えてみる。
まず昼食をとること自体，生理的動因が一日三食の食習慣と結びついてひき
起こす行動であるから，さしあたりこれは有機体システムと文化的シンボルシ
ステムのなかの行動であり，すでにルーマンのいう「世界」の無限定の複雑性
は限定されたシステム複雑性に縮減されている。すなわち，制約が全くなくど
んな行動でもとりうる状況下で選択をなすのではなく，最小限，自己の肉体が
死滅しないという条件と文化の指示する価値に準拠するという条件の二つが制
約としてはいっているのである。具体的選択にあたっては，これに加えてさら
に多数の制約が各システムによって構造的に課せられる。第一に昼休み時間を
超えないという条件が所属社会システムのひとつである職場から与えられてお
り，食事そのものに要する時間も有機体システムから最小値が決められる。そ
うすると選択対象となる店の地理的範囲が定まり，遠隔の店はほぼ機械的に対
象から外される。次にもうひとつの所属社会システムである家族によって課せ
8 
消費行動の機能ー 構造分析（春日） 859 
られる制約として，支出可能な金額の上限が当人の家計状況から与えられ，豪
華なレストラン，一流料亭などといったものは通常除外される。また，週日の
昼間に酒を飲むことがまともな勤労者の価値基準に反するとすれば，酒場のた
ぐいもおのずから除かれよう。こうして残った店の中からさらにパーソナリテ
ィ・システムがふるい分けをする。たとえばその人が好んで未知の店を開拓す
るクイプか，なじみの店にしか行かないタイプかなどによって選択対象は一層
狭まる。
以上の例で示された選択対象（従って複雑性）の縮減はすべてルーマンのいう構
造的縮減（選択）であり，通常はいちいち吟味を加えることなく，ときとして
無意識のうちにさえ行なわれるものである。これにたいして最後に残った対象
の中からそのときどきの状況に応じて意識的に比較を行なったうえでなされる
選択は，決定にもとづく選択あるいは過程としての選択といわれる。そのさい
構造を不変のものと考えるべきではなく，上の例では昼休み時間は延長される
かもしれないし，個人の好みは変わりうるのである。重要なことは，高度の複
雑性のもとで人間が生活していけるためには，複雑性縮減手続のある部分をシ
ステム構造によっていわば自動化する必要があり，残りの部分についてだけ過
程としての選択いわば手作業の選択がなされるということである。「構造と過
程の分化による二重の選択性」の戦略とはこのようなやり方を指している。社
会システムのばあい，すでに図2に要約した通り，この戦略はいくつかの下位
戦略から構成されるので，それぞれについてさらにみていこう。
2-4構造
まず構造面ではシステムに属する行動についての期待の一般化という戦略が. . . . . . . 
ある。一般化とは要するに，害にならぬと判断される限りで差異を無視する
ことであるが（〔6j, s. 121), これには三つの次元が考えられる。すなわち，.......... 
いつでも同じ期待をなしうるようにする時間的一般化，どのような状況のもと
でも同じ期待をなしうるようにする物的一般化，そして誰についても同じ期待
をなしうるようにする社会的一般化の三つであり，それぞれを実現する具体的
， 
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手段として）レーマンは規範化（時間次元），役割形成・プログラム化（物的次元），
そして制度化（社会的次元）をあげている。三次元での一般化は必ずしも相互に
整合的になされうるとは限らないが，歴史（過去）と組織は整合的一般化をもた
らす機能的に等価な二方法であるという。過去はすでに確定したものであるか
ら，将来の期待を過去に一致させるとひとたび約束すれば，期待の整合的一般
化が実現することは自明である。また，組織は予め決定された整合的な期待の
承認をメンバーシップの条件とする限りで，やはり整合的一般化を実現する。
構造面でのもうひとつの戦略はシステムの内部分化である。システム分化は
部分システムの境界設定と自律性確保によって，具体的にはシステム外（環境）
からの干渉を一定限界に抑え，同時にシステム外への配慮も一定の枠以上に要
求されないという制度的保障によって，可能性の領域を限定し，複雑性の縮減
に力を貸す。たとえば役所の窓口では 5時の時報が鳴った直後に住民から届が
出されても受け付けはしない。行政事務システムはこの規則によって，個人的
事情で遅れ 5時1分過ぎに来た者をどうするか， 5分過ぎならどうか，バスの
遅れで間に合わなかった者は？等々限りなく起こりうるケースをすべて切り捨
てることができるわけである。また，親子間であっても借金には正式の証文を
書かせるというのは，この行為を経済システムに内部化し，そうしなかったば
あいに起こりうるもろもろのめんどうから当事者を解放する。
ゲゼルシヤフト
このシステム分化を全体社会ヽンステムのレベルでみると，経済・政治・家族
・科学・宗教・芸術・医療・軍事などの部分システムが数えられるが，分化は
ひとつの段階にとどまらず，たとえば経済システムはさらに市場・企業（経営）
・家計に内部分化し，このうち市場・企業両部分システムはまた具体的な財や.... 
仕事内容ごとに細かく機能的に分化しており，一方家計システムは大家族の家
計を小家族とりわけ核家族の家計に環節的に分化させている (Luhmann〔7〕’
s. 219-220)。誤解のないように付け加えると，こうしたシステム分化の段階は
必ずしも時間的な順序を表わしておらず，経済システムを例にとれば，それが
全体社会システムから分化してくるのは，それまで贈与などの形で行なわれ全
10 
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体社会的あるいは全人格的な関係であった物資のやりとりが，市場の発生によ
って人を売手・買手という役割で部分化するようになり，次いで生産が家庭か
ら独立し，生産者・消費者という役割による部分化が進行するまさにそのこと
と並行しているのである（〔7〕， S.208-210)。
2-5過程
構造面で行動期待の一般化やシステム分化によって社会システムの複雑性処
理能力が高まると，それに対応してシステム自体の複雑性ないし可能性の数が
増大する。複雑性を縮減するはずのメカニズムがかえって複雑性を高めるとい
うと一見奇妙に思えるが，増加した交通量をさばくための道路新設ないし拡幅
がかえって交通量をふやす結果になる如<'社会の発展あるいは進化の過程で
プロセス
は絶えずみられる事実である。そうなると過程の面においても，より短い時間
でより多くの可能性を消去すべく選択力＝複雑性処理能力が強化される必要が
でてくる。
ルーマンは過程の選択力強化を可能にする二つの方向として再帰化とコミュ
ニケーション・メディアの確保をあげる（〔6〕， s.126)。このうち，決定手続
の決定とか研究方法の研究あるいは生産手段の生産といった例で示される「再
帰化」は，選択的メカニズムがまずいちど同種のメカニズムによって予選され
ることを通して選択力を高める働きをする。たとえば方法論の確立した研究と
そうでない研究を比べれば，まだ迂回生産の生産力増大効果をみればこのこと
は明らかであろう。一方コミュニケーション・メディアは人々の間で選択結果
を伝達する役目をになっているが，システム分化による複雑性縮減がうまくい
くためには，分化した部分システム毎に特有のメディアが発達する必要があ
る。あるいはメディアの分化• 発達がシステム分化の前提条件であるといって
もよい。分かりやすい例でいえば，経済システムが全体社会システムから分化
して自律性をもちうるかどうかは貨幣制度の発達にかかっている。財の生産者
・消費者あるいは売手・買手といった役割が分化し，それらの間での取引がス
ムースに運ぶには，取引時間• 取引対象の属性• 取引相手の人格等々の差異性
11 
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をすべて一次元化して処理するという貨幣のもつ機能が不可欠であり，要する
に「すべてをカネの問題と割り切れる」その範囲内で経済システムが自律的に
機能しうるのである。経済システムにおける貨幣のほかルーマンが全体社会レ
ベルで代表的なメディアとしてあげるのは，政治システムの権力，家族システ
ムの愛，そして科学システムの真理などである11)。
以上(2-2)~(2-5)において社会システムの主要な複雑性縮減戦略を説明
してきたが，その中でも一部明らかなように，個々の戦略は独立したものでは
なく相互に結びついている。次節ではその点を考慮しながらこの戦略体系を家
計システムの消費行動にあてはめてみよう。
3. 消費行動への適用
家計というのは総体としてマクロ的にみれば経済システムの消費部門を構成
する部分システムであるが，ミクロ的には家族システムの中で経済的な（とりわ
け消費にかんする）意思決定をになう部分システムとしてとらえることができ
る。消費行動分析の視点はいうまでもなく後者にあり，それが対象とするのは
家族システムから構造的制約を受けつつなされる意思決定過程である。
本節では家計の消費にかんする意思決定のうち支出配分にかかわる部分，す
なわち経済学の理論で通常とり扱われる局面に焦点を絞って， Jレーマン理論の
有効性のいわば予備探査を試みることにしよう。そのさいまず，経済学理論が
想定するような合理的選択行動だけで支出配分を説明しようとするのは，可能
な代替案の数がごく少ないばあいを除けば，全く非現実的であることを認めな
ければならない12)。今日の産業社会のように複雑性の大きな，従って財の種類
がぽう大で，かつ支出配分以外にも意思決定をなすべき事項がますますふえつ
つある状況では，まさにさまざまな複雑性縮減戦略が駆使されねばならないの
11)'レーマンのメディア論については• Luhmann 〔釘，〔10〕および春日〔5〕参照。
12)この点にかんしてはたとえば H.A.サイモンの指摘を参照せよ。 Simon[15〕，
Chap. 5. 
12 
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である。いわゆる合理的選択の理論は，そういった戦略によって縮減された代
替案について，ばあいによっては用いられるかもしれないひとつの方法を教え
るものではあろうが，それだけで消費行動をすぺて説明する万能の武器ではあ
りえない。
そこで前述の戦略体系（図2参照）に沿って，複雑性縮減の各戦略が支出配分
の局面にいかなる形で表われるかみておこう。まず「問題転移」であるが，こ
れは多少敷行していえば，何をもって正解とみなすかという基準のない問題に
たいして正解の具体的基準を与えることである。前節 (2-2)の説明に合わせ
るなら，システムが存続すること，より多くの貨幣や票を得ること，意見が一
致すること，をもってそれぞれ元の問題（原問題）が正しく解決されたとみなす
わけである。支出配分を原問題としたとき，そこでの問題転移は「支出配分が
適切（あるいは最適）であるといえるための条件の確定」という形をとるであろ
う。たとえば時間次元では家計（従ってまた家族）システムが維持され，かつ将来
にわたって存続する見込みをもちうること，物的次元では支出対象のひとつの
組み合わせをひとつの数値に対応させる関数（効用関数）が存在し，それの値が
一定の水準（あるいは極大）に達すること13), 社会的次元では家計メンバーが一
致してその支出配分に同意を与えること，などがその具体例となる。これらの
問題転移は単独あるいは並列的に行なわれるとともに，より具体的な形へと再
転移されることもある。ちなみに経済学が想定するのは上の物的次元の転移例
が支出配分の全領域をいちどにカバーし，かつそれ以外の転移は行なわれない
状況であるといえるだろう。複雑性の大きな現代社会ではかかる状況はありそ
うにないというのがわれわれの判断である。
「構造と過程の分化による二重の選択性」のうち構造面は行動期待の一般化
とシステム分化を含んでいた。このうち行動期待の一般化は時間・物・社会の
三次元で考えられるが，支出配分にかんしていえば時間的には継続的に遵守さ
13)このばあいの「総戯が限定された決済メディア」は「効用」であり，達成さるべき一
定水準あるいは極大水準が限定された総量に対応すると考えられる。
13 
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るべき一定の支出規範の確立・維持がその内容となろう。たとえば夫の遊興費
や妻の衣裳代に上限が（必ずしも明確な金額としてではなくとも）設けられたり，子
供の小遣の使いみちに一定の枠をはめるなどである。これらの規範は守られる
ことが期待されており，破られたばあいには何らかの制裁が予想されるもので
ある。物的一般化はその時々の状況から独立した「意味の同一化」であり，具
体的には前節(2-4)にあげた「役割」，「プログラム」のほか「人物」，「価値」
といったものが同一化のよりどころを与える14)。支出配分のばあい，家族成頁
各人の嗜好は互いによく知っており，しばしば変化しない限り（これは「人物」
が同一化の基準になりうる条件である），支出内容を一定の幅に限定するのに役立つ
し，成員のあるいは家族全体の職場や地域社会での地位・役割も同様の働きを
する。 さらに住宅とか教育についてすでにローンや貯蓄（積立，保険等）の契
約をしているとき，それにかかわる支出は通常自動化（プログラム化）される。
最後に家族やその成員の価値観が支出内容を制約する。たとえば自然食品を極
力用いる主義だとか，子供にマンガ・テレビのたぐいは見せない主義だとか，
do-it-yourselfをモットーとするだとかによって消費する財の中味がある程度
限定されてくるのである。社会的一般化は相互行為の相手の如何にかかわりな
く同じ期待ができるようにすることであり，制度化がその主要な方法である。
家族のような小システムではこれによる複雑性縮減は余り期待できないが，し
いて例をあげれば子供の小遣額を年令に応じて予め決めておくことなどがそれ
である。
一方，支出配分にかかわるシステム分化としてはどのようなものが考えられ
るであろうか。まず，よくみられるのは経常費と臨時費という大きな区分であ
る。これは家計システムが時間的な安定性の有無によって二つの部分システム
に分化していることを示唆する。 M.フリードマンの恒常所得仮説はこの種の
システム分化を前提にしたものとみることができよう。経済学ではさらにR.
14)この点についてくわしくは Luhmann〔的，訳pp.98-101参照。
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H. ストロッツの提唱した「効用の木」 (utilitytree)15lにやはりシステム分化
の前提が含まれている。彼の効用関数（効用の木）は，
U=U(VA(qal, …，圧），戸(qbl,".,Qbt3), ……，戸(qm1,・・・,q叩）〕と表わされ，財
の集合 qal,…，qm,. はたとえば食費・交通費・衣料費・・娯楽費といった支出部門
毎にM個の部分集合に分けられている。この関数にもとづいて行動する消費者
（家計）にとっては支出総額 cm得）をまず部門毎に配分し，しかるのち配分額
を部門内の各項目に割り当てるという支出配分方法が合理的なものとなる。複
雑性縮減の視点を欠くばあいにはかかる効用関数は強い仮定を含むとして警戒
されがちであるが，）レーマン的なシステム観に親しんだ者の目から見れば，現
実をよりよくとらえていると評価しうる。但し，実際にいかなるシステム分化
（従って支出配分上の費目分類）が生じているかは家計の実態調査などを通じて明
らかにすべきことがらであり，本稿でもこの点には深く立ち入らない。いずれ
にせよ消費者（家計）は支出配分を決めるさい，個々の支出対象の相互連関を
すべて考慮した複雑な連立方程式を解いているのではなく，連関の多くを切り
捨てて対象をグループ分けするという問題の単純化＝複雑性縮減を行なってい
るとみるぺきであろう。
以上構造面にかかわる二つの戦略すなわち三次元での行動期待の一般化とシ
ステム分化は支出配分の一部を自動化するのに役立つ。もちろんシステム分化
や一般化の内容は時として変更されることがありうるが，自動化そのものは日
常的に確認できる事実である。ついでにいえば，前述のパーソンズ＝スメルサ
ーによる消費関数の議論は家族の役割期待の構造化が消費支出の内容を限定す
るという点を強調しており，ここでの議論と共通するところがある。もっとも
彼らのばあい，構造化の背後に）レーマンのような複雑性縮減の視点をもってい
るわけではない。
ではこうして部分的に構造化ないし自動化された支出配分の残りの過程，ぃ
15) Strotz 〔註〕．
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わば手作業の部分はどのように進行するのであろうか。ここにもルーマンに従
えば，いきなり合理的選択理論のようなものがあてはまるのではない。過程面
においてもさらに選択力を強化するいくつかのメカニズムがはたらくのであ
る。ルーマンがあげたのIi「再帰化」と「コミュニケーション・メディア確
保」であったから，この二つについて支出配分のケースでみていこう。
支出配分にかんする再帰化は配分の段階化（再配分さるべきものの配分）という
形をとる。具体的にはたとえば第一段階で経常費と臨時費（ないし予備費）への
二分があり 16),第二段階で経常費の中味の衣・食・住・教育・娯楽等々への配
分，第三段階で食の中で主食と副食への配分等々，以下同様にして最終的には
個々の支出対象（消費財）の購入量にまでおりていく（段階の数が家計によってまち
まちであるのはいうまでもない）。前にあげたストロッツの理論によれば，こうし
た配分法が合理的であるためには配分に対応するシステム分化が生じていなけ
ればならない。実際，システム分化に程度の差を認めるなら，配分の段階化＝
再帰化は，それが合理的かどうかは別としても構造面での家計システムの分化
に対応しているといえそうである。但し，これは再帰化一般にみられる特徴で
はなく，むしろ支出配分というプロセスに特有の性質と考えられる。
次にコミュニケーション・メディアであるが，支出配分にかんしては家計が
経済の部分システムであることから貨幣メディアの存在は当然前提されてい
るo問題は家計システムの分化した部分システムにかかわるメディアである。）レ
. .,,. シャフ＇
ーマンは全体社会の部分システムについてはメディアを例示しているものの，
それより下位の部分システムについてはどのようなメディアがあるのか具体的
に言及していない。下位の部分システムは全体社会の部分システムほど元のシ
ステムから独立しておらず，またシステムの複雑性もさほど大きくないため，
固有のメディアが分化・発達していないとみたのかもしれない。支出配分上の
16)厳密にいえば第一段階のさらに前に稼得さるべき所得自体の決定，すなわち職業・職
場・仕事内容等の決定があるが，これは通常構造化の程度が高く，かなり長期にわた
って固定したものとされる。
16 
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部分システムについても，システム分化の実態を詳しく調べていない段階では
っきりしたメディアの存在を指摘することは困難のように思われる。
本節でのルーマン理論の適用ははじめに断ったとおり予備的なものにとどま
っており，今後さらに検討を深めるとともに，表題にある消費行動の機能ー構
造分析それ自体を展開する必要がある。とはいえ，ここでの簡単なテストから
もルーマンの社会システム論が消費行動の分析にさいして有力な理論枠組を与
えうることが確認できたのではなかろうか。われわれに示唆されているのは，
従来の「経済人」に代えて「複雑性縮減人」とでもいうべき新しい人間像を据
，えた消費理論の可能性である。
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